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閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２７年１２月１１日（金）   ９：０８～９：２５ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

岩 城 光 英 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

馳     浩 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

森 山    国務大臣（農林水産大臣） 

林   幹 雄 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

髙 木   毅 国務大臣（復興大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

島 尻 安伊子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

甘 利   明 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

遠 藤 利 明 国務大臣 

欠  席：丸 川 珠 代 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：萩生田 光 一 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      ５件 

     ○国会提出案件    ２件 

     ○政令       １１件 

     ○人事        ３件 

     ○配布        １件 

     いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

  まず，閣議案件について，世耕副長官から御説明申し上げます。 

○世耕内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，信・解任状に認

証を仰ぐことについて，御決定をお願いいたします。本件は，「イスラエル国」及び

「エストニア国」駐箚特命全権大使の異動に伴い，交付すべき信任状及び解任状で

あります。 

 次に，「破綻金融機関の処理のために講じた措置の内容等に関する報告」につい

て，御決定をお願いいたします。本件は，金融再生法に基づき，破綻金融機関の処

理状況等について，国会に提出するものであります。 

 次に，日本銀行の「通貨及び金融の調節に関する報告書」について，御決定をお

願いいたします。本件は，日本銀行法に基づき，平成２７年度上期の経済・金融情

勢やこれを踏まえて実施された金融政策運営等の状況について，国会に提出するも

のであります。 

 次に，政令１１件について，御決定をお願いいたします。まず，「景表法の一部改

正法の施行期日令」は，同改正法の施行期日を平成２８年４月１日とするものであ

り，「同改正法の施行に伴う関係政令の整備政令」は，不当な表示を行った事業者に

対する課徴金制度に係る商品又は役務の売上額の算定方法及び返金措置の対象と

なる一般消費者の範囲を特定する要件を定める等，関係政令の規定の整備を行うも

のであります。 

 次に，「地方自治法施行令及び地方公営企業法施行令の一部を改正する政令」は，

普通地方公共団体の長又は地方公営企業の管理者が随意契約により契約をするこ

とができる場合の事項を追加すること等を定めるものであります。 

 次に，「第４次地方分権一括法の一部の施行に伴う総務省関係政令の整備政令」

は，同法の一部の施行に伴い，都道府県知事が，小規模施設特定有線一般放送事業

者に対して，資料の提出を求めることができる事項を規定する等総務省関係政令の

規定の整備を行うものであります。 

 次に，「学校教育法等の一部改正法の施行に伴う関係政令の整備政令」は，小学校

から中学校までの義務教育を一貫して行う義務教育学校が新たな学校の種類とな

ることに伴い，関係政令の規定の整備を行うものであります。 

 次に，「文化財保護法施行令及び歴史まちづくり法施行令の一部を改正する政令」

は，史跡名勝天然記念物の現状変更等に係る許可等に関する文化庁長官の権限の一

部を都道府県又は市の教育委員会に移譲すること等について定めるものでありま

す。 

 次に，「職業能力開発促進法施行令の一部を改正する政令」は，新たに規定される

キャリアコンサルタント試験の手数料の額等を定めるものであります。 

 次に，「障害者総合支援法施行令の一部を改正する政令」及び「介護保険法施行令

の一部を改正する政令」は，市町村の介護給付費等の支給に関する審査会及び介護

認定審査会等の委員の任期について，市町村等が２年を超え３年以下の期間で条例
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で定めることができることとするものであります。 

 次に，「建設業法等の一部改正法の一部の施行期日令」は，同改正法の一部の施行

期日を平成２８年６月１日と定めるものであり，「建設業法施行令の一部を改正す

る政令」は，若年技術者の入職促進及び早期育成を図るため，技術検定の受験資格

の見直し等を行うものであります。 

 次に，人事案件について，申し上げます。まず，安倍内閣総理大臣が，日印首脳

会談等のため，本日から１３日まで，林経済産業大臣が，第１０回世界貿易機関閣

僚会議出席等のため，１４日から１７日まで，それぞれ海外出張されますので，御

了解をお願いいたします。 

 次に，林経済産業大臣外２名に，第１０回世界貿易機関閣僚会議日本政府代表を

命ずること外１件について，御決定をお願いいたします。 

 次に，荒木誠之外２０５名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

 次に，配布資料といたしまして，「会計検査院法の規定に基づく報告書」がありま

す。本件は，「各府省等における政策評価の実施状況等について」外１件の会計検査

の結果について，会計検査院から，内閣に対し報告があったものであります。 

 次に，件名外案件について，申し上げます。まず，インドとの間で「租税条約改

正議定書」，「防衛装備品及び技術移転協定」，「秘密軍事情報保護協定」にそれぞれ

署名することについて，御決定をお願いいたします。「租税条約改正議定書」は，両

国の間で，投資交流の更なる促進を図るため，利子免税の対象を拡大するとともに，

徴収共助に関する規定の追加等について定めるものであり，「防衛装備品及び技術

移転協定」は，両国の間で移転される防衛装備品及び技術の取扱いに関する法的枠

組みについて定めるものであり，「秘密軍事情報保護協定」は，両国政府間で相互に

提供される秘密軍事情報を国内法令に従って保護するためにとる措置等について

定めるものであります。なお，署名の日は，「租税条約改正議定書」が本日，「防衛

装備品及び技術移転協定」，「秘密軍事情報保護協定」が明日であり，それまで不公

表といたしたいので，御了承をお願いいたします。 

 次に，「円借款の供与に関する書簡」をバングラデシュとの間に交換することに

ついて，御決定をお願いいたします。本件は，「基幹送電線強化計画」外５件に約

１，３３３億円を限度とする円借款を供与することについて，取り極めるものであ

ります。なお，１３日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御了承をお願いい

たします。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，私から，この機会に平成２７年

度補正予算及び平成２８年度予算編成について，申し上げたいと思います。 

 １２月１８日に平成２７年度補正予算の概算閣議，１２月２１日及び１２月２２

日に大臣折衝，１２月２２日に平成２８年度政府経済見通しの閣議了解，１２月２

４日に平成２８年度予算の概算閣議を予定しておりますので，各閣僚におかれまし

ては，改めて御理解と御協力をお願い致します。 

 次に，財務大臣。 

○麻生国務大臣：平成２７年度補正予算については，１２月１８日の概算決定に向け
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て，与党とも御相談しながら，編成作業を進めているところであり，現時点での調

整状況を踏まえると，地方交付税を除く追加歳出の規模は３．５兆円程度となって

おります。 

 主な内訳としては，まず，「希望出生率１．８」，「介護離職ゼロ」の目標に直結す

る施策等に０．４兆円程度を充てるほか，低所得の高齢者に対する臨時給付金に係

る経費を盛り込むなど，一億総活躍社会の実現に向けた施策が１．２兆円程度とな

っております。 

 また，ＴＰＰ関連政策大綱を踏まえ，攻めの農林水産業への転換等に向けた施策

などに０．３兆円程度を充てることとしており，ＴＰＰを通じた「強い経済」の実

現を目指してまいります。 

 このほか，災害復旧，防災・減災事業に０．５兆円程度，復興の加速化に０．８

兆円程度を計上し，テロ対策など喫緊の課題への対応も行うこととしております。 

 補正予算の編成に当たっては，今年度の基礎的財政収支赤字対ＧＤＰ比半減目標

を堅持することとしております。今後，こうした大枠に沿って，最終調整を行って

まいりたいと考えておりますので，各大臣におかれましては，引き続き御協力をお

願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，内閣総理大臣から御発言がございます。 

○安倍内閣総理大臣：林大臣は海外出張いたしますが，その出張不在中，高市大臣を

経済産業大臣の臨時代理に指定するとともに，原子力損害賠償・廃炉等支援機構担

当大臣の事務代理を命じます。 

 また，私も，本日から１３日まで，海外出張いたしますが，その出張不在中の臨

時代理は，既に指定されているとおり，麻生副総理となりますので御了知願います。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

 引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

 なお，海外出張された文部科学大臣の帰朝報告は，お手元の資料のとおりです。 

 御発言はございますか。 

 無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 

 

 



平成27年 

12月 11日 

◎一般案件 

 ☆イスラエル国駐箚特命全権大使冨田浩司外１名に 

交付すべき信任状及び前任特命全権大使松富重夫 

外１名の解任状につき認証を仰ぐことについて 

（決定）              （外務省） 

◎国会提出案件 

○破綻金融機関の処理のために講じた措置の内容等

に関する報告について（決定 )( 金融庁・財務省）

〃  ○日本銀行の「通貨及び金融の調節に関する報告書」 

について（決定）          （財務省） 

◎政  令 

   ○不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する

法律の施行期日を定める政令（決定 )( 消費者庁）

〃  ○不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する 

法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令 

（決定）               （同上） 

〃  ○地方自治法施行令及び地方公営企業法施行令の一 

部を改正する政令（決定）      （総務省） 

〃  ○地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推 

進を図るための関係法律の整備に関する法律の一 

部の施行に伴う総務省関係政令の整備に関する政 

令（決定）              （同上）

〃  ○学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係政令の整備に関する政令（決定） 

（文部科学・財務省） 

〃  ○文化財保護法施行令及び地域における歴史的風致 

の維持及び向上に関する法律施行令の一部を改正 

する政令（決定）        （文部科学省） 

資 料
な し

資 料
あ り

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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   ○職業能力開発促進法施行令の一部を改正する政令 

（決定）            （厚生労働省） 

 〃  ○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す 

るための法律施行令の一部を改正する政令 

（決定）               （同上） 

 〃  ○介護保険法施行令の一部を改正する政令（決定） 

                      （同上） 

 〃  ○建設業法等の一部を改正する法律の一部の施行期 

日を定める政令（決定）     （国土交通省） 

 〃  ○建設業法施行令の一部を改正する政令（決定） 

（同上） 

 
          ◎人  事 

 ☆内閣総理大臣安倍晋三外１名の海外出張について 

（了解） 

   ○経済産業大臣林  幹雄外２名に第１０回世界貿易 

機関閣僚会議日本政府代表を，内閣官房副長官世 

耕弘成にトルクメニスタン永世中立２０周年記念 

国際会議日本政府代表を命ずることについて 

（決定） 

 〃  ☆九州大学名誉教授荒木誠之外２０５名の叙位又は 

叙勲について（決定） 

 

◎配  布 

   ☆会計検査院法第３０条の２の規定に基づく報告書 

（２件）             （内閣官房） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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                 平成 27 年 

                 12 月 11 日 

 

◎一般案件 

 ○所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱 

税の防止のための日本国政府とインド共和国政府 

との間の条約を改正する議定書の署名について 

（決定）              （外務省） 

1. 防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政 

府とインド共和国政府との間の協定の署名 

1. 秘密軍事情報の保護のための秘密保持の措置 

に関する日本国政府とインド共和国政府との 

間の協定の署名 

について（決定）           （同上） 

 〃  ○円借款の供与に関する日本国政府とバングラデシ 

ュ人民共和国政府との間の書簡の交換について 

（決定）               （同上） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 

 

資 料  
あ り  

 件 名 外 案 件 （ 金 ）

○ 〃  
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